
事務事業一覧表

土地利用の指導 都市計画課 545

都市計画法５３条許可 建築課 546

建築審査会の運営 都市計画課 543

都市計画審議会の運営 都市計画課 544

建築関連総合窓口業務委託 都市計画課 542

副題

施策番号 1301 施策名 計画的な土地利用の推進

計画的な土地利用を図り、区民主体のまちづくりを推進します

頁所管課事務事業名
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総コスト（①＋②＋③）

決算
23,259 23,259

0 0

20,331

③人件費
業務量(人) 0.60 0.50 0.50

25,071 27,159 27,059

4,740 3,900 3,800【概要】
  複数の窓口で行っていたご案内や情報提供など
の一次対応業務を「建物関連総合窓口」で提供す
ることで、用途地域や建築制限、道路の状況など
建築物を建てる際に必要な情報提供を一括して行
うことが可能となる。

【主な委託内容】
  住環境整備課、建築課、道路管理課、都市計画
課の業務に関する情報提供、資料配布、説明業
務、相談等業務、窓口受付業務、窓口交付業務、
窓口案内業務、電話問い合わせ対応、その他不随
業務について業務を委託し建築関連総合窓口とし
ての区民サービス向上を図る。

1(11)

都市計画課 47,931 69,410建築関連関係者への対応 件 22,096

建築関連総合窓口業
務委託

都市整備部
住環境整備

課・道路管理
課・建築課・

調整課

①執行額(千円)

R3

予算説明書（会計、款、項、目、説明等）

内訳 R1 R2 R3
事業内容

単位 R1 R2

担当課

一般 7 1 1

②間接額(千円) 0

事務事業名
担当部

関係課 決算状況 活動指標

事務事業一覧表
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6件 10 12
総コスト（①＋②＋③）

決算
734 1,364

0 0
980

③人件費
業務量(人) 0.20 0.20 0.25

2,560 2,294 3,264

1,580 1,560 1,900

　専門知識を有する委員により、建築基準法に規
定する同意と審査請求に対する裁決についての議
決を行うとともに、特定行政庁の諮問に応じて、
重要事項を調査審議するため、原則として毎月１
回開催している。
（委員構成）　　　委員　５名　専門調査員　１
名
（審査会の開催）  令和３年度　 １２回
（審査会の報酬）　会長　22,000円／回　委員
20,000円／回

1(1)
都市計画課

8 17審査会への付議案件数 件 17
建築審査会の運営

都市整備部
―

審査会の開催件数

①執行額(千円)

R3

予算説明書（会計、款、項、目、説明等）

内訳 R1 R2 R3
事業内容

単位 R1 R2

担当課

一般 7 1 1
②間接額(千円) 0

事務事業名
担当部

関係課 決算状況 活動指標

事務事業一覧表
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総コスト（①＋②＋③）

決算
470 490

0 0
340

③人件費
業務量(人) 1.00 1.00 1.00

8,240 8,270 8,090

7,900 7,800 7,600

　各課で作成した都市計画案等について、審議決
定するため都市計画審議会を開催運営する。

1(3)
都市計画課

3 3会議開催回数 回 2
都市計画審議会の運営

都市整備部
―

①執行額(千円)

R3

予算説明書（会計、款、項、目、説明等）

内訳 R1 R2 R3
事業内容

単位 R1 R2

担当課

一般 7 1 1
②間接額(千円) 0

事務事業名
担当部

関係課 決算状況 活動指標

事務事業一覧表
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事務事業一覧表

担当課

一般 7 1 1
②間接額(千円) 2,237

事務事業名
担当部

関係課 決算状況 活動指標

R3

予算説明書（会計、款、項、目、説明等）

内訳 R1 R2 R3
事業内容

単位 R1 R2

　区内全域における用途地域の問い合わせ等に対
応すると共に、都市計画法、風致地区条例、地区
計画条例その他関係法令で規制、誘導される区域
内で、建築行為等を行うものに対し、指導を行
う。

1(6)
都市計画課

18,297 19,072用途地域等指導件数 件 18,959
土地利用の指導

都市整備部
―

都市計画法53条等の指導件数

①執行額(千円)

10,927 32,059 19,287

8,690 9,360 8,740

総コスト（①＋②＋③）

,

決算
19,882 7,733
2,817 2,814

0

③人件費
業務量(人) 1.10 1.20 1.15

20件 11 21
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事務事業一覧表

担当課

― ― ― ―
②間接額(千円) 0

事務事業名
担当部

関係課 決算状況 活動指標

R3

予算説明書（会計、款、項、目、説明等）

内訳 R1 R2 R3
事業内容

単位 R1 R2

　都市計画施設の区域又は市街地開発事業の施行
区域内において建築する建築物が、事業の支障と
ならないよう、許可制度により建築を制限する。

―
建築課

258 287申請受付件数 件 309
都市計画法５３条許可

都市整備部
―

①執行額(千円)

3,160 3,900 3,800

3,160 3,900 3,800

総コスト（①＋②＋③）

決算
0 0
0 0

0

③人件費
業務量(人) 0.40 0.50 0.50
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事務事業一覧表

立石駅周辺地区再開発事業 立石駅北街づくり担当課 551

高砂駅周辺の街づくり 高砂・鉄道立体担当課 552

新小岩駅周辺開発事業 新小岩街づくり担当課 549

金町駅周辺の街づくり 金町街づくり担当課 550

四ツ木駅周辺の街づくり 街づくり推進担当課 548

副題

施策番号 1302 施策名 駅周辺拠点の形成

駅周辺を、住み、働き、憩う、にぎわいのある拠点とします

頁所管課事務事業名

547



事業認可
取得に向
けた検討

―
事業認可
取得に向
けた検討

事業認可
取得準備

総コスト（①＋②＋③）

決算
6,160 9,531

0 0
3,630

③人件費
業務量(人) 0.80 0.80 0.55

9,950 12,400 13,711

6,320 6,240 4,180

　四ツ木駅周辺の交通利便性や安全性・防災性を向
上させるとともに、魅力と活力のある駅周辺拠点を
形成するため、地元住民によるまちづくり勉強会へ
の支援等を行い、連続立体化と合わせて駅前広場の
整備を行う。
　令和３年度は、駅前広場の設計などを行った。

１（8）
街づくり推進担当課

個別面談 ―
まちづくり勉強会等の開
催

回 2

四ツ木駅周辺の
街づくり

都市整備部 道路建設
課

都市基盤整備の推進

①執行額(千円)

R3

予算説明書（会計、款、項、目、説明等）

内訳 R1 R2 R3
事業内容

単位 R1 R2

担当課

一般 7 2 2
②間接額(千円) 0

事務事業名
担当部

関係課 決算状況 活動指標

事務事業一覧表
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南口地区
関連整備

―
実施計画,

駅前広場工事

実施計画,
駅前広場工事,
東南協定工事

実施計画,
再開発事業

都市計画決定,
東南協定工事

実施計画,
駅前広場工事―

実施計画,
駅前広場工事

実施計画
総コスト（①＋②＋③）

決算
2,804,430 786,349

0 0
2,139,289

③人件費
業務量(人) 3.60 4.50 4.40

2,167,729 2,839,530 819,789

28,440 35,100 33,440
【概要】
　新小岩駅周辺開発整備事業は、 飾区都市計画マ
スタープランの中で広域複合拠点として位置づけら
れている新小岩駅周辺を含む新小岩地域において、
地域住民との協働で、商業と住宅の調和した、文化
を創造するまちづくりを推進していくために、地区
計画、再開発事業等の計画策定や各種事業化を促す
事業である。

【活動内容（令和３年度）】
・新小岩駅南口地区では、８月に再開発事業を都市
計画決定し、組合設立に向けた活動を支援した。
・新小岩駅北口地区では、地権者への個別訪問によ
り街づくりの機運醸成を行った。
・新小岩駅東南地区では、地下機械式自転車駐車場
の本体設置工事を行った。
・新小岩駅南北自由通路の南口通路部については、
JR東日本が７月から、関連する（仮称）新小岩駅南
口駅ビルの工事に着手した。
・駅周辺の持続可能なまちづくりをめざし、エリア
マネジメントの基礎調査を行った。

1(2)
新小岩街づくり担当課

工事付帯 工事付帯南北自由通路 ― 工事

新小岩駅周辺開発
事業

都市整備部
―

北口地区
関連整備

①執行額(千円)

R3

予算説明書（会計、款、項、目、説明等）

内訳 R1 R2 R3
事業内容

単位 R1 R2

担当課

一般 7 2 1
②間接額(千円) 0

事務事業名
担当部

関係課 決算状況 活動指標

事務事業一覧表
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金町駅北口地区
・駅前広場、生活幹線道
路の拡幅整備

―
事業計画
案の検討

事業計画
案の検討

関係機関
協議

勉強会
など

―
勉強会

など
部会
など

総コスト（①＋②＋③）

決算
5,708,717 865,381

0 0
885,358

③人件費
業務量(人) 4.80 4.80 4.80

組合設立

923,278 5,746,157 901,861

37,920 37,440 36,480

金町駅北口地区
・東金町一丁目西地区市
街地再開発事業の推進

―
都市計画

決定
―

―
金町駅北口地区
・沿道における街づくり

事業計画
案の検討

検討検討

【概要】
　金町六丁目駅前地区及び東金町一丁目西地区の市街地再
開発事業に対する支援を行うとともに、駅北口周辺地区に
ついては、周辺の道路や駅前広場の基盤整備等により交通
結節点機能の向上と新たな賑わい創出などを図り、広域複
合拠点としての都市機能の充実を目指す。
【活動内容】
●令和3年度
　金町六丁目駅前地区においては、新築工事監理業務等に
対して、補助を行った。
　東金町一丁目西地区においては、権利変換計画作成業務
等に対して、補助を行った。
　駅周辺においては、地域と協働で作成した「まちづくり
ヴィジョン」の実現に向け、より具体的な取り組みとして
将来像を示す「まちづくりプラン」を策定した。
　まちの魅力や賑わいの継承・創出を目的とした金町駅周
辺におけるエリアマネジメントの内容検討や、運営組織の
支援を行った。

1(3)
金町街づくり担当課

工事 竣工
金町駅南口地区
 市街地再開発事業の推
進

― 工事

金町駅周辺の
街づくり

都市整備部
―

金町駅北口地区
・まちづくり協議会との
協働

①執行額(千円)

R3

予算説明書（会計、款、項、目、説明等）

内訳 R1 R2 R3
事業内容

単位 R1 R2

担当課

一般 7 2 1
②間接額(千円) 0

事務事業名
担当部

関係課 決算状況 活動指標

事務事業一覧表
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事務事業一覧表

担当課

一般 7 2 1
②間接額(千円) 1,293

事務事業名
担当部

関係課 決算状況 活動指標

R3

予算説明書（会計、款、項、目、説明等）

内訳 R1 R2 R3
事業内容

単位 R1 R2

【概要】
　現地に「立石駅周辺地区街づくり事務所」を設け、職
員が権利者等の相談に応じるほか、組合施行の再開発事
業による街づくりの実現に向けて、再開発準備組合を支
援し、駅周辺一体となった街づくりを進める。

【活動内容】
　令和３年度は、北口地区では、権利変換計画作成業務
や施設建築物の実施設計等の経費補助を行うなど、再開
発組合活動を支援した。
　南口東地区では、再開発組合設立に向けた準備組合活
動を支援した。
　南口西地区では、準備組合活動の支援及び都市計画決
定に向けた手続き等の調整を行った。

1(1)
立石駅北街づくり担当課

―
再開発組合

設立認可
市街地再開発事業の推進
①北口地区

― ―

立石駅周辺地区
再開発事業

都市整備部
―

市街地再開発事業の推進
②南口東地区

①執行額(千円)

268,407 85,195 528,465

52,140 51,480 50,160

総コスト（①＋②＋③）

決算
32,092 476,498
1,623 1,807

214,974

③人件費
業務量(人) 6.60 6.60 6.60

市街地再開発事業の推進
③南口西地区

― ― ― ―

――
都市計画

決定
―
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都市計画
決定に向
けた検討

―
都市計画
決定に向
けた検討

都市計画
決定に向
けた検討

総コスト（①＋②＋③）

決算
48,181 45,881

0 0

56,142

③人件費
業務量(人) 1.00 1.00 1.00

64,042 55,981 53,481

7,900 7,800 7,600
【実施内容】
　高砂駅周辺の交通利便性や安全性・防災性を向
上させ、魅力と活力ある生活拠点を形成するた
め、地元住民による街づくり勉強会への支援等を
行い、鉄道立体化と一体となった街づくりを推進
する。加えて、鉄道立体化の事業効果を最大限に
発揮するため、駅前広場やアクセス道路などによ
り交通結節機能を強化し、高砂駅周辺の拠点性の
向上をめざす。
【経緯】
　京成本線京成高砂駅～江戸川駅付近の区間は東
京都において、平成20年６月に連続立体交差事業
の早期事業化を目指す「事業候補区間」に選定さ
れ、平成21年度からは連立調査が実施されてい
る。本区間が、さらに事業化区間に選ばれるため
には、まちづくりの熟度を高めることが求められ
る。
　地元組織によるまちづくり活動では、「まちづ
くり基本構想」を平成21年に区へ提案し、さらに
具体化した「まちづくり方針」を平成23年にとり
まとめた。区は地元からの提案と併せて、「高砂
駅周辺地区まちづくりプラン」を策定した。令和
２年度は高砂駅周辺地区まちづくりプランの考え
方を踏まえた「高砂駅周辺地区まちづくりガイド
プラン」を策定した。
　令和３年度は、駅周辺１ヘクタール内に土地又
は建物を所有する方による「京成高砂駅北口地区
市街地再開発準備会」が設立され、駅前広場の整
備や駅前の魅力ある街づくりの実現に向けて検討
を進めている。

1(5)

高砂・鉄道立体
担当課 6 8

街づくり勉強会等の開
催、街づくり活動支援・
推進

回 9
高砂駅周辺の街づくり

都市整備部
―

駅前広場、アクセス道路
などの基盤整備

①執行額(千円)

R3

予算説明書（会計、款、項、目、説明等）

内訳 R1 R2 R3
事業内容

単位 R1 R2

担当課

一般 7 2 1

②間接額(千円) 0

事務事業名
担当部

関係課 決算状況 活動指標

事務事業一覧表
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事務事業一覧表

小菅一丁目地区の街づくり 街づくり推進担当課 555

新宿六丁目地区の街づくり 街づくり推進担当課 556

青戸六・七丁目地区の街づくり 街づくり推進担当課 554

副題

施策番号 1303 施策名 地域の街づくり

地域特性や地域の実情を活かした街づくりを進めます

頁所管課事務事業名
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事務事業一覧表

担当課

一般 7 2 1
②間接額(千円) 0

事務事業名
担当部

関係課 決算状況 活動指標

R3

予算説明書（会計、款、項、目、説明等）

内訳 R1 R2 R3
事業内容

単位 R1 R2

　地区計画制度等を活用し、地区の特性を活かした
街づくりを進める。安全・快適で利便性の高い街づ
くりを推進するため、道路や公園などの基盤整備を
行う。
　平成23年度より、慈恵医大 飾医療センターの建
替えにあわせて、地区計画に定めた区画道路７号・
８号の道路拡幅整備を行うとともに、青砥駅と病院
を結ぶバス路線が平成23年８月に、亀有駅と病院を
結ぶバス路線が平成28年６月に運行開始した。
　更に、平成29年度には青戸六丁目公園の工事を行
い、平成30年度には区画道路１号及び青戸七丁目公
園の工事を行った。
　令和３年度は、道路及び公園の用地を取得するた
め、土地所有者との話し合いを行った。

1(6)
街づくり推進担当課

関係機関
との

協議調整

関係機関
との

協議調整

地区計画に基づいた街づくりの
推進

―
関係機関

との
協議調整

青戸六・七丁目地区
の街づくり

都市整備部
―

基盤整備の推進

①執行額(千円)

6,428 6,743 7,063

5,530 6,240 6,080

総コスト（①＋②＋③）

決算
503 983

0 0
898

③人件費
業務量(人) 0.70 0.80 0.80

―― ― ―
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事務事業一覧表

担当課

― ― ― ―
②間接額(千円) 0

事務事業名
担当部

関係課 決算状況 活動指標

R3

予算説明書（会計、款、項、目、説明等）

内訳 R1 R2 R3
事業内容

単位 R1 R2

　地区計画に沿ったまちづくりを進めるため、東京
拘置所建替や国家公務員宿舎建設などの事業の中で
地区施設やその他の公共施設の整備を併せて行える
よう各事業者と協議を行うとともに、地元町会及び
東京拘置所などをメンバーとした東京拘置所等の建
替えに伴う調整会議を開催し、道路等の地区施設の
整備を図る。
　平成29年度から平成30年度にかけて施工された、
まちづくり用地として位置付けられている国有地で
の開発行為により、地区計画に位置付けられた地区
施設が整備されるよう関係部署との調整を図り事業
者対応を行った。

―
街づくり推進担当課

0 0
説明会等地域内住民との話合い
や協議回数

回 0

小菅一丁目地区の
街づくり

都市整備部
―

開発事業者等関係事業者との調
整会議等回数

①執行額(千円)

1,025 2,730 380

1,025 2,730 380

総コスト（①＋②＋③）

決算
0 0
0 0

0

③人件費
業務量(人) 0.15 0.35 0.05

0回 0 0
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事務事業一覧表

担当課

― ― ― ―
②間接額(千円) 0

事務事業名
担当部

関係課 決算状況 活動指標

R3

予算説明書（会計、款、項、目、説明等）

内訳 R1 R2 R3
事業内容

単位 R1 R2

大規模な工場跡地の土地利用転換にあわせ、道路や
公園などの基盤整備を行うとともに、住宅、文化、
教育、交流、医療福祉など複合的な都市機能を誘導
し、大学及び公園を核とした良好な住環境の形成と
防災性の向上を図ることにより、個性豊かな魅力あ
るまちづくりを進める。
　平成17年度に「新宿六丁目地区地区計画」を都市
計画決定し、平成21年度には、大学誘致計画に合わ
せて「新宿六丁目地区地区計画」の都市計画変更と
ともに、「新宿六丁目公園」を都市計画決定してい
る。

・平成25年度　東京理科大学開設
　　　　　　　 飾にいじゅくみらい公園開園
・令和3年度 　東京理科大学Ⅱ期工事着工

―
街づくり推進担当課

関係機関
との

協議調整

関係機関
との

協議調整

まちづくり方針及び地区計画に
基づいた街づくりの推進

―
関係機関

との
協議調整

新宿六丁目地区の
街づくり

都市整備部
―

各ゾーンの地区整備計画の都市
計画決定及び施設建設など

①執行額(千円)

1,420 4,290 4,180

1,420 4,290 4,180

総コスト（①＋②＋③）

決算
0 0
0 0

0

③人件費
業務量(人) 0.20 0.55 0.55

―― ― ―
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事務事業一覧表

副題

施策番号 1304 施策名 良好な住環境づくり

良好な住環境を整え、住生活の安定と向上を図ります

頁所管課事務事業名

建築基準法に基づく道路管理 住環境整備課 560

建築紛争調停に関する調整事務 住環境整備課 561

開発行為許可事務 住環境整備課 559

高齢者等民間賃貸住宅入居支援 住環境整備課 564

高齢者向け優良賃貸住宅供給事業 住環境整備課 565

区営住宅管理 住環境整備課 562

区民住宅管理 住環境整備課 563

住宅借上（高齢者借上住宅事務） 住環境整備課 568

住宅相談・情報提供 住環境整備課 569

私道整備費助成 住環境整備課 566

集合住宅建設指導 住環境整備課 567

東京都福祉のまちづくり条例、指導、助言 住環境整備課 572

都営住宅募集事務 住環境整備課 573

住宅用家屋証明事務 住環境整備課 570

宅地開発事前協議 住環境整備課 571

違反建築物指導・是正事務 建築課 576

建築確認事務（建築確認システム運用） 建築課 577

民間住宅斡旋事務 住環境整備課 574

民有道路敷分筆登記委託 住環境整備課 575

住居表示事業 建築課 580

通路協定関連事務 建築課 581

建築関係諸証明事務 建築課 578

建築に関する動態統計 建築課 579

道路境界関係証明等事務 道路管理課 586

ブロック塀等除去工事費等助成 建築課 582

民間建築物アスベスト対策事業 建築課 583

屋外広告物許可事務 道路管理課 584

屋外広告物適正化啓発 道路管理課 585
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事務事業一覧表

副題

施策番号 1304 施策名 良好な住環境づくり

良好な住環境を整え、住生活の安定と向上を図ります

頁所管課事務事業名

道路等監察処理事務 道路管理課 591

道路認定・改廃等事務 道路管理課 592

道路占用許可事務 道路管理課 589

道路台帳補正委託 道路管理課 590

道路境界表示事務 道路管理課 587

道路掘削工事の許認可及び調整事務 道路管理課 588
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事務事業一覧表

担当課

― ― ― ―
②間接額(千円) 0

事務事業名
担当部

関係課 決算状況 活動指標

R3

予算説明書（会計、款、項、目、説明等）

内訳 R1 R2 R3
事業内容

単位 R1 R2

　都市計画法29条に基づく開発行為の許可に関わ
る事務。
　500㎡以上の土地で開発行為を行う事業者は、 
飾区長から開発内容が適法であるか許可を受けな
ければならない。許可を得るためには、事前に公
共施設の管理者の同意が必要となるため、その協
議のとりまとめを行う。協議終了後に開発許可申
請を受付し、審査する。
 工事完了後検査し、許可内容に適合していること
を確認し検査済証を発行する。

―
住環境整備課

22 23開発許可申請件数 件 17
開発行為許可事務

都市整備部
―

①執行額(千円)

11,060 10,920 10,640

11,060 10,920 10,640

総コスト（①＋②＋③）

決算
0 0
0 0

0

③人件費
業務量(人) 1.40 1.40 1.40
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49件 29 27
総コスト（①＋②＋③）

決算
264 297

0 0
355

③人件費
業務量(人) 1.40 1.40 1.40

11,415 11,184 10,937

11,060 10,920 10,640

　区内に存する道路の建築基準法による位置づ
け、幅員、位置等を明らかにし、道路の情報を的
確に提供する。また、道路指定図の保管、道路位
置の指定、道路調査を実施し、建築敷地と道路と
の適法な関係を確保することにより、良好な住環
境を維持する。

1(28)の一部
住環境整備課

19 23道路位置指定件数 件 17

建築基準法に基づく
道路管理

都市整備部
―

道路調査件数

①執行額(千円)

R3

予算説明書（会計、款、項、目、説明等）

内訳 R1 R2 R3
事業内容

単位 R1 R2

担当課

一般 7 1 1
②間接額(千円) 0

事務事業名
担当部

関係課 決算状況 活動指標

事務事業一覧表
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0回 0 1
総コスト（①＋②＋③）

決算
160 204
793 984

252

③人件費
業務量(人) 0.40 0.40 0.40

4,105 4,073 4,228

3,160 3,120 3,040

  条例に基づき、建築主は「建築計画のお知ら
せ」を当該中高層建築物の敷地に掲示するととも
に、建築計画の説明を近隣関係住民に行う。当該
中高層建築物に係る近隣関係住民と建築主との間
で生じた紛争については、自主的な解決が図られ
ることが原則である。しかし、当事者間で解決が
つかない場合は、区は、調整・あっせん及び調停
委員会による調停を行い、紛争の解決を図る。
　建物の形態などについて、住民から相談があれ
ば、区は中立の立場でアドバイスを行っている。

1(2)
住環境整備課

80 97
建築計画のお知らせ看板設置件
数

回 74

建築紛争調停に関する
調整事務

都市整備部
―

あっせんの回数

①執行額(千円)

R3

予算説明書（会計、款、項、目、説明等）

内訳 R1 R2 R3
事業内容

単位 R1 R2

担当課

一般 7 1 1
②間接額(千円) 693

事務事業名
担当部

関係課 決算状況 活動指標

事務事業一覧表
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事務事業一覧表

担当課

一般 7 1 2
②間接額(千円) 3,138

事務事業名
担当部

関係課 決算状況 活動指標

R3

予算説明書（会計、款、項、目、説明等）

内訳 R1 R2 R3
事業内容

単位 R1 R2

　区営住宅は、東京都と協議のうえ都営住宅の移
管を受けた住宅で、現在11団地401戸を管理してい
る。（直近では、平成25年６月１日付で都営金町
四丁目第3アパート（70戸）を、東京都から移管を
受けた。）
　間取りは2DK又は3DKで、延床面積は42.36㎡から
62.27㎡である。入居者の募集は、年１回（５月）
に行い、抽選で決定する。住宅使用料（家賃）
は、住宅の立地条件、規模、経過年数、入居者の
所得等に応じて毎年決定する。施設管理は、東京
都住宅供給公社と委託契約を締結している。

1(1)
住環境整備課

739 734入居者数 人 760
区営住宅管理

都市整備部
―

入居戸数

①執行額(千円)

198,552 156,646 118,208

16,827 15,210 13,108

総コスト（①＋②＋③）

決算
138,116 103,069

3,320 2,031
178,587

③人件費
業務量(人) 2.13 1.95 2.06

不適正使用者に対する指導件数 件 2 2 2

377戸 383 378
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事務事業一覧表

担当課

一般 7 1 2
②間接額(千円) 70

事務事業名
担当部

関係課 決算状況 活動指標

R3

予算説明書（会計、款、項、目、説明等）

内訳 R1 R2 R3
事業内容

単位 R1 R2

　高齢者が安心安全に居住できるようライフサ
ポートアドバイザーを配置し、かつ、緊急通報シ
ステム等を設置し、バリアフリー化された区立の
高齢者住宅の管理運営を行っている。
　間取りは、１DK（13戸）及び２DK（２戸）であ
る。入居者の家賃は所得に応じて決定し、１DK：
月額17,000円～37,000円、２DK：月額25,000円～
45,000円である。
　空家が発生した場合に公募し、抽選又はポイン
ト方式により入居者を決定する。
　住宅の管理形態は、一部保守委託を除き、直営
である。

1(2)
住環境整備課

11 14入居者数 人 14
区民住宅管理

都市整備部
―

入居戸数

①執行額(千円)

5,232 5,022 7,945

790 780 1,216

総コスト（①＋②＋③）

決算
4,202 6,729

40 0
4,372

③人件費
業務量(人) 0.10 0.10 0.16

11戸 14 13
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事務事業一覧表

担当課

一般 7 1 2
②間接額(千円) 0

事務事業名
担当部

関係課 決算状況 活動指標

R3

予算説明書（会計、款、項、目、説明等）

内訳 R1 R2 R3
事業内容

単位 R1 R2

　高齢者世帯及び障害者世帯、ひとり親世帯が、
（財）高齢者住宅財団（以下「財団」という。）
等の家賃債務保証制度を利用する場合、財団に支
払った初回分の保証料の一部（30,000円が限度）
を助成する。

2(4)
住環境整備課

8 7相談件数 件 7

高齢者等民間賃貸住
宅入居支援

都市整備部
―

協力店件数

①執行額(千円)

595 622 620

395 390 380

総コスト（①＋②＋③）

決算
232 240

0 0
200

③人件費
業務量(人) 0.05 0.05 0.05

8件 7 7
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総コスト（①＋②＋③）

決算
67,223 65,273

0 0
67,863

③人件費
業務量(人) 0.40 0.40 0.53

71,023 70,343 69,301

3,160 3,120 4,028

　東京都知事の認定を受けた高齢者向けの民間賃
貸住宅で、管理運営は民間法人が行っている。
　手すりや緊急通報システム装置、バリアフリー
設計など高齢者に配慮した設備を備えている。
　区内には、10棟（240戸）が認定を受けており、
葛飾区が、入居者に対して、所得に応じ、最大
25,600円の家賃補助を行っている。

2(3)
住環境整備課

220 206
高齢者向け優良賃貸住宅家賃補
助戸数（年度末現在）

戸 218

高齢者向け優良賃貸
住宅供給事業

都市整備部
―

①執行額(千円)

R3

予算説明書（会計、款、項、目、説明等）

内訳 R1 R2 R3
事業内容

単位 R1 R2

担当課

一般 7 1 2
②間接額(千円) 0

事務事業名
担当部

関係課 決算状況 活動指標

事務事業一覧表
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7件 4 12
総コスト（①＋②＋③）

決算
18,546 26,960

0 0
14,250

③人件費
業務量(人) 0.70 0.70 0.70

19,780 24,006 32,280

5,530 5,460 5,320

　一般交通の用に供し、一定の要件に該当する私
道の所有者が行う道路舗装工事や雨水排水設備工
事の工事費の一部を助成する。私道所有者は、工
事着手前に区に事前に申請し、承認を受け、区の
指定する施工業者と請負契約を締結し施工する。
完了後検査を行い助成する。

1(9)
住環境整備課

13 24申請件数（事前相談を含む） 件 23
私道整備費助成

都市整備部
―

整備件数

①執行額(千円)

R3

予算説明書（会計、款、項、目、説明等）

内訳 R1 R2 R3
事業内容

単位 R1 R2

担当課

一般 7 3 1
②間接額(千円) 0

事務事業名
担当部

関係課 決算状況 活動指標

事務事業一覧表
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事務事業一覧表

担当課

― ― ― ―
②間接額(千円) 0

事務事業名
担当部

関係課 決算状況 活動指標

R3

予算説明書（会計、款、項、目、説明等）

内訳 R1 R2 R3
事業内容

単位 R1 R2

　中高層集合住宅等建設指導要綱に基づき、事業
者から事前協議の相談を受け、要綱の条項を所管
する各課との協議を指導し終了した後、計画の事
前協議申請書・確約書等の関係書類を受け付け、
審査を行う。審査後、関係書類を各部課協議のた
め回送し、各部課からの回答を取りまとめ、協議
済証を事業者に交付する。建設完了後に完了検査
を行い、確認済証を交付する。

―
住環境整備課

54 59処理件数 件 80
集合住宅建設指導

都市整備部
―

事業者の事前相談件数

①執行額(千円)

7,110 7,020 6,840

7,110 7,020 6,840

総コスト（①＋②＋③）

決算
0 0
0 0

0

③人件費
業務量(人) 0.90 0.90 0.90

事前協議申請件数 件 40 41 41

1,200件 1,200 1,200
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事務事業一覧表

担当課

一般 7 1 2
②間接額(千円) 1,155

事務事業名
担当部

関係課 決算状況 活動指標

R3

予算説明書（会計、款、項、目、説明等）

内訳 R1 R2 R3
事業内容

単位 R1 R2

① 高齢者借上住宅（一室借上）：平成２年度事業
開始。民間賃貸住宅の１室を区が借上げて賃貸す
る。間取りは、２DK。賃借料は、１室約47,000
円。入居者負担額は、月額15,000円。　平成４年
度以降はシルバーピア住宅（一棟借上）へ事業展
開し、平成６年度以降は募集せず入居者の退去等
で件数が減り、令和元年度に該当住宅が０件と
なったため、令和３年３月31日に葛飾区高齢者借
上住宅条例を廃止した。

② 葛飾区シルバーピア住宅（一棟借上）：平成４
年度事業開始。緊急通報システムを設置し、高齢
者向けにバリアフリー化された民間住宅を区で一
棟借り上げ、生活協力員またはライフサポートア
ドバイザーを配置して賃貸している。間取りは、
１DK～２DK、建物一棟の賃借料は、１棟平均月
934,173円。

2(1)
住環境整備課

164 147高齢者借上全入居者数 人 159

住宅借上（高齢者借
上住宅事務）

都市整備部
―

高齢者借上住宅戸数

①執行額(千円)

205,834 214,226 226,604

395 390 8,816

総コスト（①＋②＋③）

決算
212,844 217,657

992 131
204,284

③人件費
業務量(人) 0.05 0.05 1.16

142戸 137 132
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事務事業一覧表

担当課

一般 7 1 2
②間接額(千円) 0

事務事業名
担当部

関係課 決算状況 活動指標

R3

予算説明書（会計、款、項、目、説明等）

内訳 R1 R2 R3
事業内容

単位 R1 R2

　
① 分譲マンション維持管理セミナーを開催し、管理組
合が自主的に適切な維持管理するための知識を提供して
いる。
② 分譲マンション維持管理相談会を開催し、専門家を
招き、管理組合の個別相談に対応している。
③ 分譲マンションの適切な維持管理を支援するため、
(財)東京都防災・建築まちづくりセンターの「分譲マン
ション管理アドバイザー制度」相談コースを利用した場
合にアドバイザー派遣料を助成している。
④ 東京都におけるマンションの適正な管理の促進に関
する条例（以下都条例）（第15条から18条）に基づく管
理状況届出制度について、届出の受理、助言・指導、調
査等を実施している。

1(4)
住環境整備課

19 50
分譲マンションセミナー参加者
数

人 15
住宅相談・情報提供

都市整備部
―

個別相談をしたマンション管理
組合数

①執行額(千円)

13

1,079 1,252 2,026

790 780 760

都条例における管理状況未届マ
ンション、および管理不全兆候
マンション調査

件 0 1

総コスト（①＋②＋③）

決算
208 610
264 656

289

③人件費
業務量(人) 0.10 0.10 0.10

派遣助成の利用回数 回 1 0 2

3組合 6 4
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総コスト（①＋②＋③）

決算
0 0

159 131
65

③人件費
業務量(人) 0.80 0.70 0.15

6,410 5,474 1,219

6,160 5,315 1,088

　登記に際して課される登録免許税の減額を受け
るために、住宅用の家屋で個人が住むためのもの
として区長に申請があったとき、登録免許税の減
額対象となる住宅であることを提示・提出された
書類を確認して証明をする。

―
住環境整備課

1,901 2,592申請件数 件 2,006
住宅用家屋証明事務

都市整備部
―

①執行額(千円)

R3

予算説明書（会計、款、項、目、説明等）

内訳 R1 R2 R3
事業内容

単位 R1 R2

担当課

― ― ― ―
②間接額(千円) 185

事務事業名
担当部

関係課 決算状況 活動指標

事務事業一覧表
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事務事業一覧表

担当課

― ― ― ―
②間接額(千円) 0

事務事業名
担当部

関係課 決算状況 活動指標

R3

予算説明書（会計、款、項、目、説明等）

内訳 R1 R2 R3
事業内容

単位 R1 R2

　 飾区宅地開発指導要綱に基づき提出された事
前協議申請書が、道路の基準や最低宅地面積など
の指導基準に合致しているかを審査し、事前協議
済通知書を事業者に交付する。

―
住環境整備課

34,386 30,057宅地開発面積 ㎡ 23,054
宅地開発事前協議

都市整備部
―

宅地開発事前協議申請件数

①執行額(千円)

7,900 7,800 7,600

7,900 7,800 7,600

総コスト（①＋②＋③）

決算
0 0
0 0

0

③人件費
業務量(人) 1.00 1.00 1.00

37件 22 36
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総コスト（①＋②＋③）

決算
0 0
0 0

0

③人件費
業務量(人) 0.30 0.30 0.30

2,370 2,340 2,280

2,370 2,340 2,280

　東京都福祉のまちづくり条例に基づき、高齢
者・障害者が円滑に利用できる施設の整備を進め
るため、多数の人が利用する都市施設を新設、改
修する場合に、区に計画内容の届出が必要であ
る。その審査費用が都からの委託金として入るも
の（１件、5,000円）。提出された届出書を審査
し、必要な指導・助言等を行う。また、努力基準
に適合している施設から、適合証の交付申請が
あった時は、整備基準適合証を交付する。適合証
交付事務に対して、都から委託金が入る（１件、
22,000円）。

―
住環境整備課

18 21届け出件数 件 20

東京都福祉のまちづく
り条例、指導、助言

都市整備部
―

①執行額(千円)

R3

予算説明書（会計、款、項、目、説明等）

内訳 R1 R2 R3
事業内容

単位 R1 R2

担当課

― ― ― ―
②間接額(千円) 0

事務事業名
担当部

関係課 決算状況 活動指標

事務事業一覧表
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事務事業一覧表

担当課

一般 7 1 2
②間接額(千円) 69

事務事業名
担当部

関係課 決算状況 活動指標

R3

予算説明書（会計、款、項、目、説明等）

内訳 R1 R2 R3
事業内容

単位 R1 R2

　都営住宅の募集は、抽選による募集を年４回
（２月、５月、８月、11月）、抽選によらずに住
宅に困窮する度合いで入居順を決定するポイント
方式による募集を年２回（２月、８月）行い、ま
た、東京都施行型の都民住宅の募集を令和４年度
から通年先着順で行っており、それぞれ募集案内
及び申込書を区で配布している。都営住宅の地元
割当がある場合は、募集から入居者の資格審査ま
でを区が行っている。

1(6)
住環境整備課

14,597 13,569
都営住宅・都民住宅の募集案内
配布数（年間合計数）

部 15,217
都営住宅募集事務

都市整備部
―

①執行額(千円)

6,041 4,432 6,200

5,530 3,900 5,396

総コスト（①＋②＋③）

決算
446 493
86 311

442

③人件費
業務量(人) 0.70 0.50 0.71
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26件 9 77
総コスト（①＋②＋③）

決算
0 0

186 263
0

③人件費
業務量(人) 0.05 0.05 0.10

557 576 1,023

395 390 760

　現在居住している住宅から立退きを求められる
等、住宅に困窮している住宅確保要配慮者からの
相談に応じ、区内の協力不動産店や居住支援法人
等に賃貸住宅の情報提供を依頼する。

―
住環境整備課

26 77申請（相談）件数 件 9
民間住宅斡旋事務

都市整備部
―

協力店への依頼件数

①執行額(千円)

R3

予算説明書（会計、款、項、目、説明等）

内訳 R1 R2 R3
事業内容

単位 R1 R2

担当課

― ― ― ―
②間接額(千円) 162

事務事業名
担当部

関係課 決算状況 活動指標

事務事業一覧表
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事務事業一覧表

担当課

一般 7 1 1
②間接額(千円) 442

事務事業名
担当部

関係課 決算状況 活動指標

R3

予算説明書（会計、款、項、目、説明等）

内訳 R1 R2 R3
事業内容

単位 R1 R2

①細街路拡幅整備事業により、道路中心から２ｍ
後退した公道に接する私有地部分について、区は
土地所有者に寄付または、使用合意をお願いす
る。
②合意に至った土地について、４地域に分割して
年間単価契約している土地家屋調査士に、調査・
測量及び分筆登記を委託する。
③委託完了後、土地所有者と寄付受領または、使
用合意契約を行う。

1(9)
住環境整備課

12 21処理件数に対する寄付の割合 % 40

民有道路敷分筆登記
委託

都市整備部
―

使用合意・委託処理件数

①執行額(千円)

72

28,410 32,007 29,114

7,110 7,878 8,360

対象件数（公道沿い拡幅物件） 件 115 115

委託処理件数合計 件 104 105 72

総コスト（①＋②＋③）

決算
24,129 20,229

0 525
20,858

③人件費
業務量(人) 0.90 1.01 1.10

寄付受領・委託処理件数 件 41 12 15

93件 63 57
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是正指導回数 回 116 112 119

715回 278 708
総コスト（①＋②＋③）

決算
3 13
0 2,129

0

③人件費
業務量(人) 0.80 1.80 1.30

6,320 12,593 12,022

6,320 12,590 9,880

【概要】
　建築基準法に違反する、または違反する恐れの
ある建物の所有者・管理者に対して助言・指導を
行う事により、区内の住環境確保を図る。
【活動内容】
　区民の方々からの連絡や現地パトロール等によ
り、建築基準法に不適合な建築物を把握し、是正
指導を行う。また、老朽化した建築物、空き家に
なり管理や維持保全されなくなった建築物を早期
発見して建築基準法に基づく法令の順守を促して
いく。

1(4)
建築課

9 6
是正棟数（過年度の違反建築を
含む。）

棟 0

違反建築物指導
・是正事務

都市整備部
―

現地調査回数

①執行額(千円)

R3

予算説明書（会計、款、項、目、説明等）

内訳 R1 R2 R3
事業内容

単位 R1 R2

担当課

一般 7 1 3
②間接額(千円) 0

事務事業名
担当部

関係課 決算状況 活動指標

事務事業一覧表

576



総コスト（①＋②＋③）

決算
3,155 3,155
4,439 4,055

3,152

③人件費
業務量(人) 11.40 10.80 10.60

94,594 88,934 82,830

88,780 81,340 75,620
　平成25年度より現システム(建築行政共用データ
ベースシステム）契約開始。概要書の閲覧請求に
対し、より迅速に対応できるようになった。
①建築物等の確認及び許認可の審査、確認済証等
の交付（長期優良住宅、低炭素住宅等の認定事務
も含む）。
②建築物等の中間・完了検査、中間検査合格証・
検査済証の交付。
③区確認の確認審査等の経過や指定確認検査機関
からの報告書のデータ入力を行い、各種調査に対
応できるよう随時台帳整備に努めている。
　平成30年度に建築行政共用ﾃﾞｰﾀｰﾍﾞｰｽと建築行政
地図情報システムを一本化し、入力方法の統一を
図った。
 建築基準法等に基づく事務手数料の免除に関する
要綱（31葛都建第549号令和元年9月11日付）を制
定し、令和2年度より葛飾区長名の計画通知手数料
等は免除とした。（65項目）

1(1)
建築課

4,571 4,629建築確認等事務 件 4,972

建築確認事務（建築
確認システム運用）

都市整備部
―

①執行額(千円)

R3

予算説明書（会計、款、項、目、説明等）

内訳 R1 R2 R3
事業内容

単位 R1 R2

担当課

一般 7 1 3
②間接額(千円) 2,662

事務事業名
担当部

関係課 決算状況 活動指標

事務事業一覧表
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総コスト（①＋②＋③）

決算
0 0

1,137 1,077
0

③人件費
業務量(人) 0.80 0.50 0.50

6,404 5,037 4,487

5,360 3,900 3,410

　交付申請により、従来より建築確認台帳記載事
項証明書は発行していたが、平成26年6月より建築
行政地図情報システムを利用して建築確認台帳記
載事項証明書を発行するようになった。
　令和2年7月より建築計画概要書に認証文を付け
契印機で綴じて1件300円の手数料で交付すること
になった(それまではコピー代として１枚10円の雑
入で収入していた）ので、建築確認台帳記載事項
証明書のほかに建築計画概要書、定期報告概要書
の交付数分が増えた。

―
建築課

7,312 9,988交付件数 件 2,738
建築関係諸証明事務

都市整備部
―

①執行額(千円)

R3

予算説明書（会計、款、項、目、説明等）

内訳 R1 R2 R3
事業内容

単位 R1 R2

担当課

― ― ― ―
②間接額(千円) 1,044

事務事業名
担当部

関係課 決算状況 活動指標

事務事業一覧表
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事務事業一覧表

担当課

― ― ― ―
②間接額(千円) 0

事務事業名
担当部

関係課 決算状況 活動指標

R3

予算説明書（会計、款、項、目、説明等）

内訳 R1 R2 R3
事業内容

単位 R1 R2

　統計法の基幹統計である「建築着工統計調査」
のため、建築工事届により、建築着工・滅失の棟
数を集計し、毎月東京都を経由し国へ報告する。
　東京都より建築動態調査費補助がある。

―
建築課

1,415 1,581建築着工統計調査対象数 件 1,681

建築に関する
動態統計

都市整備部
―

①執行額(千円)

1,580 1,950 1,900

1,580 1,950 1,900

総コスト（①＋②＋③）

決算
0 0
0 0

0

③人件費
業務量(人) 0.20 0.25 0.25
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139枚 155 107
総コスト（①＋②＋③）

決算
1,896 374
2,132 2,028

1,316

③人件費
業務量(人) 1.10 1.00 1.00

9,497 11,828 9,352

8,050 7,800 6,950（1） 住居表示付定事務
① 区に確認申請をした建物は、確認済証の交付時
に、民間機関に確認申請した建物は、新築届の届
出により住居番号を付定し住居表示板を交付す
る。
② 住居表示版が破損・汚損した場合の再交付は、
申請により随時受け付けている。
（2） 街区表示板、住居表示案内板の維持管理
① 街区表示板は、平成27年度～30年度（４年間）
で区内全域の再整備を行った。
　　平成31（令和元）年度から建物の解体・電柱
の移設等の環境変化に対応するため、定期的に維
持管理を行っている。
② 住居表示案内版は、設置時より年月が経ち老朽
化が激しく、駅からのサイン計画の実施とともに
役割を終え、平成30年度にすべての撤去を終え
た。
（3） 住居表示変更証明の交付
　　住居表示実施に伴う住居表示変更証明書の発
行を行っている。

1(2)
建築課

1,456 1,424住居番号付定件数 件 1,560
住居表示事業

都市整備部
―

住居表示変更証明
（無料）

①執行額(千円)

R3

予算説明書（会計、款、項、目、説明等）

内訳 R1 R2 R3
事業内容

単位 R1 R2

担当課

一般 7 1 3
②間接額(千円) 131

事務事業名
担当部

関係課 決算状況 活動指標

事務事業一覧表
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総コスト（①＋②＋③）

決算
0 0
0 0

0

③人件費
業務量(人) 0.25 0.25 0.25

1,975 1,950 1,900

1,975 1,950 1,900

　建築基準法で規定する道路以外の道で一定基準
を満たす道に接する敷地については、建築計画を
勘案し、交通上、安全上、防火上及び衛生上支障
ない場合には例外的に建築の許可を行っている。
この一定基準を満たす道の一つである通路協定に
よる道について相談及び指導を行っている。
通路協定の締結：
基準法第43条不適合のものについて建築審査会の
同意を受け許可をするための条件。
建築敷地が避難及び通行の安全等の目的を達する
ために十分な幅員を有する通路であって、道路に
通ずるものに有効に接すること。
現況幅員1.8ｍ以上の道が確保され、将来的に４ｍ
以上の幅員にすることについて所有権、地上権及
び借地権を有するもの全員の承諾を得られるも
の。

―
建築課

60 80相談件数 件 60
通路協定関連事務

都市整備部
―

①執行額(千円)

R3

予算説明書（会計、款、項、目、説明等）

内訳 R1 R2 R3
事業内容

単位 R1 R2

担当課

― ― ― ―
②間接額(千円) 0

事務事業名
担当部

関係課 決算状況 活動指標

事務事業一覧表
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事務事業一覧表

担当課

一般 2 1 8
②間接額(千円) 0

事務事業名
担当部

関係課 決算状況 活動指標

R3

予算説明書（会計、款、項、目、説明等）

内訳 R1 R2 R3
事業内容

単位 R1 R2

　地震発生時における通行人等の安全を確保する
ため、道路に面している危険なブロック塀等の撤
去工事等に係る費用の一部助成を行う。
１　撤去
 （１）助成対象
  ア 葛飾区内にあるブロック塀等であること
  イ 道路等または区が管理する公園や児童遊園に
   面していること
  ウ ブロック塀等の高さが1.2ｍ以上であること
  エ 区が危険なブロック塀等であると認めたもの
 （２）助成金額
  ア 避難路等（緊急輸送道路、通学路など）、
    公園、児童遊園に面している場合
     助成限度額：40万円
  イ その他の場合
　　 助成限度額：30万円
２　再築
 （１）助成対象
  ア 新たなブロック塀等の高さは1.2ｍ以下であ
    ること
  イ 擁壁上に新たなブロック塀等を設置する場
   合、擁壁を含めた高さが1.2ｍ以下、かつ新た
   なブロック塀等の高さが60ｃｍ以下であること
  ウ 新たなブロック塀等の高さが60ｃｍ以下、か
   つ新たなブロック塀等とフェンス等の合計の高
   さが1.8ｍ以下であること
 （２）助成金額
  撤去した長さ１ｍあたり11,000円を乗じた額
  ※再築は撤去したブロック塀等の長さまで

1(18)
建築課

47 22ブロック塀等撤去等 件 45

ブロック塀等撤去工
事費等助成

都市整備部
―

①執行額(千円)

9,763 11,453 8,343

5,530 6,630 6,460

総コスト（①＋②＋③）

決算
4,823 1,883

0 0
4,233

③人件費
業務量(人) 0.70 0.85 0.85
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【内訳】②アスベスト対策工事
費助成申請件数

件 2 1 1

2件 1 0
総コスト（①＋②＋③）

決算
382 300

0 0
2,096

③人件費
業務量(人) 0.30 0.25 0.25

4,466 2,332 2,200

2,370 1,950 1,900

 アスベストが吹き付けられていると思われる民間
住宅に対してアスベスト調査費の一部を助成す
る。アスベストが吹き付けられている民間住宅に
対してアスベスト除却等の工事費の一部を助成す
る。

１　アスベスト調査
　（１）対象となる建築物と助成金額
　　ア　住宅または兼用住宅
　　　　助成限度額：10万円 かつ 対象額の1/2
　　イ　共同住宅
　　　　助成限度額：30万円 かつ 対象額の1/2

２　アスベスト対策
　（１）対象となる建築物と助成金額
　　ア　住宅または兼用住宅
　　　　助成限度額：30万円 かつ 対象額の1/2
　　イ　共同住宅
　　　　助成限度額：100万円 かつ 対象額の1/2

1(15)
建築課

3 1
アスベスト調査・対策工事費助
成申請件数（①＋②）

件 3

民間建築物アスベス
ト対策事業

都市整備部
―

【内訳】①アスベスト調査助成
申請件数

①執行額(千円)

R3

予算説明書（会計、款、項、目、説明等）

内訳 R1 R2 R3
事業内容

単位 R1 R2

担当課

一般 7 1 1
②間接額(千円) 0

事務事業名
担当部

関係課 決算状況 活動指標

事務事業一覧表
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総コスト（①＋②＋③）

決算
1,965 28

0 0
34

③人件費
業務量(人) 1.20 1.60 1.60

8,874 14,445 12,188

8,840 12,480 12,160

　屋外広告物の許可申請の受付・審査・許可事
務、未更新の掲示広告物の管理者に手続きを行う
よう指導（勧奨通知、発送、電話連絡）してい
る。

1(22)の一部
道路管理課

439 429屋外広告物申請許可指導件数 件 445
屋外広告物許可事務

都市整備部
―

①執行額(千円)

R3

予算説明書（会計、款、項、目、説明等）

内訳 R1 R2 R3
事業内容

単位 R1 R2

担当課

一般 7 1 1
②間接額(千円) 0

事務事業名
担当部

関係課 決算状況 活動指標

事務事業一覧表
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事務事業一覧表

担当課

一般 7 1 1
②間接額(千円) 0

事務事業名
担当部

関係課 決算状況 活動指標

R3

予算説明書（会計、款、項、目、説明等）

内訳 R1 R2 R3
事業内容

単位 R1 R2

　屋外広告物に対する啓発活動として、自治町
会・ボランティア団体などと協力して、違反屋外
広告物追放キャンペーンを実施している。（令和3
年度新型コロナ感染症の影響により中止）
　ボランティア団体登録による違反屋外広告物の
除去活動を実施している。（ 飾区違反広告物除
却協力員制度、平成17年４月施行）

1(22)の一部
道路管理課

0 0
違反屋外広告物追放キャンペー
ン参加人数

人 51
屋外広告物適正化啓発

都市整備部
―

違反屋外広告物追放キャンペー
ン回数

①執行額(千円)

1,811 1,594 1,639

1,580 1,560 1,520

総コスト（①＋②＋③）

決算
34 119
0 0

231

③人件費
業務量(人) 0.20 0.20 0.20

ボランティア団体による違反屋
外広告物除去枚数

枚 425 177 207

0回 1 0
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総コスト（①＋②＋③）

決算
5,445 7,900

0 0
4,766

③人件費
業務量(人) 1.20 1.20 1.20

12,646 14,805 17,020

7,880 9,360 9,120

【道路台帳閲覧及び交付】
　道路法により保管を定められた道路台帳の閲覧
業務等を行う。必要に応じて、台帳の写しを交付
する。
【幅員証明等】
　特別区道の幅員証明・特別区道の認定済み証
明・土地境界図の閲覧及び証明を行う。（手数料
閲覧100円/件、証明300円/件）

1(23)
道路管理課

6,015 4,332
道路台帳閲覧・幅員証明書等発
行件数

件 9,996

道路境界関係証明等
事務

都市整備部
―

①執行額(千円)

R3

予算説明書（会計、款、項、目、説明等）

内訳 R1 R2 R3
事業内容

単位 R1 R2

担当課

一般 7 1 1
②間接額(千円) 0

事務事業名
担当部

関係課 決算状況 活動指標

事務事業一覧表

586



事務事業一覧表

担当課

一般 7 1 1

②間接額(千円) 0

事務事業名
担当部

関係課 決算状況 活動指標

R3

予算説明書（会計、款、項、目、説明等）

内訳 R1 R2 R3
事業内容

単位 R1 R2

１　建築工事等に係る区域境界表示
　建築確認申請（道路管理課への合議）のうち、道
路構造物と区域境界線とに差異がある箇所につい
て、区域境界表示の上、土地所有者等と境界協議を
行い合意を得ている。
２　道路監察等に係る区域境界表示
　道路監察等に伴い必要な箇所について、区域境界
表示の上、土地所有者等と境界協議を行い合意を得
ている。
３　道路工事等に係る区域境界表示指導
　工事主管課等が実施する道路工事等に際し、区域
境界表示に係る指導を行っている。

1(25)

道路管理課 147 176区域境界表示実施件数 件 169
道路境界表示事務

都市整備部 住環境整備
課、建築課、
道路補修課

①執行額(千円)

4,159 4,654 4,192

1,580 1,560 1,520

総コスト（①＋②＋③）

決算
3,094 2,672

0 0

2,579

③人件費
業務量(人) 0.20 0.20 0.20

587



事務事業一覧表

担当課

一般 7 1 1
②間接額(千円) 1,239

事務事業名
担当部

関係課 決算状況 活動指標

R3

予算説明書（会計、款、項、目、説明等）

内訳 R1 R2 R3
事業内容

単位 R1 R2

　道路管理センターが運営する道路管理システム
を活用し、道路占用（地下埋設物）している企業
者に対して、道路占用許可書の交付や占用料・道
路掘削復旧費の徴収業務を行うと共に、競合工事
等の調整や舗装復旧方法の指導、工事履行の確認
を行っている。また、民間建築工事等に伴う自費
工事及び沿道掘削工事の事業者に対して、地下埋
設物を占用している企業者との競合工事の調整
や、施工内容・方法について協議・助言し、無断
工事・不正工事の是正指導を行っている。

1(26)
道路管理課

2,630 2,690道路掘削工事等の指導件数 件 2,050

道路掘削工事の許認
可及び調整事務

都市整備部
―

苦情要望件数

①執行額(千円)

30,759 30,906 34,018

25,240 25,180 27,360

総コスト（①＋②＋③）

決算
4,035 4,178
1,691 2,480

4,280

③人件費
業務量(人) 3.60 3.60 3.60

27件 21 27
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事務事業一覧表

担当課

一般 7 1 1
②間接額(千円) 0

事務事業名
担当部

関係課 決算状況 活動指標

R3

予算説明書（会計、款、項、目、説明等）

内訳 R1 R2 R3
事業内容

単位 R1 R2

　窓口で、申請書を受付、内容を審査した後、道
路占用許可書の交付並びに納入通知書により占用
料を徴収する。公共溝渠の使用許可事務も同様の
処理である。なお、電気・ガス・水道等の公益企
業者については、（一財）道路管理センターが運
営する道路管理システムで事務処理をする。

1(17)
道路管理課

5,567 5,549
道路占用許可件数＋道路占用免
除件数＋企業免除件数

件 5,556
道路占用許可事務

都市整備部
―

道路掘削復旧件数

①執行額(千円)

13,212 11,433 11,127

11,060 10,920 10,640

総コスト（①＋②＋③）

決算
513 487

0 0
2,152

③人件費
業務量(人) 1.40 1.40 1.40

2,215件 1,727 2,161
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合計 ｍ 529,538 252,060 241,178

244,435ｍ 523,020 115,927
総コスト（①＋②＋③）

決算
63,155 35,835

0 0
32,990

③人件費
業務量(人) 0.60 0.60 0.60

37,730 67,835 40,395

4,740 4,680 4,560

　道路管理者は、道路法により、道路台帳の保管
を義務付けられている。また、道路法施行規則に
より、道路台帳は調書及び図面により組成され、
その記載事項に変更があった場合は、すみやかに
訂正することを求められている。
　本事業は、現在保管している道路台帳について
すみやかな補正を行い、区民が求める道路情報に
ついて最新のものに更新するものである。

1(8)
道路管理課

7,625 125,251道路台帳平面図補正延長 ｍ 6,518
道路台帳補正委託

都市整備部
―

地理情報システム搭載用
データ作成延長

①執行額(千円)

R3

予算説明書（会計、款、項、目、説明等）

内訳 R1 R2 R3
事業内容

単位 R1 R2

担当課

一般 7 1 1
②間接額(千円) 0

事務事業名
担当部

関係課 決算状況 活動指標

事務事業一覧表
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事務事業一覧表

担当課

一般 7 1 1
②間接額(千円) 0

事務事業名
担当部

関係課 決算状況 活動指標

R3

予算説明書（会計、款、項、目、説明等）

内訳 R1 R2 R3
事業内容

単位 R1 R2

１、建物等不法占用の是正指導
　道路・水路等の不法占用については、公共下水
道整備と同時に是正指導を行ってきた。
　不法占用のうち、堅牢な物件（建物・塀等）
は、早急な是正が困難な状況であるため、計画的
に地域を定め巡視や現地調査及び訪問指導を行っ
ている。
２、道路等不正使用の是正指導
　道路等の不正使用については、商品のはみ出し
陳列や置き看板がそのほとんどであるため、商店
街を単位で警察と連携して定期的な是正指導を実
施している。

1(21)
道路管理課

2 16不法占用の是正件数 件 5
道路等監察処理事務

都市整備部
―

不正使用の是正件数

①執行額(千円)

1,132

14,841 11,836 12,939

14,820 11,810 12,920

不正使用の指導及び巡視件数 件 1,764 1,180

総コスト（①＋②＋③）

決算
26 19
0 0

21

③人件費
業務量(人) 2.20 1.70 1.70

不法占用の指導及び巡視件数 件 81 6 29

15件 5 18
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事務事業一覧表

担当課

― ― ― ―
②間接額(千円) 1,239

事務事業名
担当部

関係課 決算状況 活動指標

R3

予算説明書（会計、款、項、目、説明等）

内訳 R1 R2 R3
事業内容

単位 R1 R2

①道路整備に伴い新しく編入される道路区域につ
いては、用地買収のほか寄附受領や使用合意契約
により土地の権原を取得する。
②新設道路や路線の廃止については議会の議決を
得て道路法の規定に基づき手続きを行い、告示に
より区民に周知する。
③既存の道路区域に変更があったものは道路法の
規定に基づき手続を行い、告示により区民に周知
する。

―
道路管理課

41 104道路認定・変更・廃止件数 件 63
道路認定・改廃等事務

都市整備部
―

民有道路敷寄附等件数

①執行額(千円)

13,879 11,051 11,600

12,640 9,360 9,120

総コスト（①＋②＋③）

決算
0 0

1,691 2,480
0

③人件費
業務量(人) 1.60 1.20 1.20

38件 23 40
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